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訴因の特定に関する序論的考察
Ⅰ 問題の所在
刑訴法256条３項は, ｢公訴事実は, 訴因を明示してこれを記載しなけれ
ばならない｡ 訴因を明示するには, できる限り日時, 場所及び方法を以て
罪となるべき事実を特定してこれをしなければならない｣ と規定されてい
る｡ 審判対象論における公訴事実対象説対訴因対象説の議論
(１)
が展開されて,
訴因対象説が通説となった現在の刑事裁判は, 検察官が設定した訴因記載
の事実が存するか否かについて審理される
(２)
｡ 刑訴法256条３項の訴因設定
権限および刑訴法312条１項の訴因変更権限が検察官にあることから, 裁
判所は受動的に判断することが想定されており, 裁判所は訴因と異なる事
実を認定することは許されていないと解されている
(３)
｡ そのため, 訴因が不
特定である場合には, 裁判長が検察官に対し訴因に対する求釈明をし (刑
事訴訟規則208条１項), 検察官が釈明により訴因の内容を明示・表現する
ことができれば, 有効な公訴提起として扱うことができる
(４)
｡ それでも特定
されないときは, 刑訴法338条４号により, 公訴棄却の判決を受けること
になる
(５)
｡ そこで, 訴因の特定が問題となっている｡
訴因を構成している要素として, 罪となるべき事実, 日時, 場所, 方法
等 (以下, 日時等) が含まれていると解し得ることから, 共謀共同正犯と
訴因の特定, 包括一罪と訴因の特定といった各論的な分析をするアプロー
チも行われているところである
(６)
｡ さらに, 近時, 訴因変更の要否と訴因の
特定とを結びつけて, 訴因の果たす機能という観点から統合的に議論すべ
きとする考えが一般化したとされている
(７)
｡
そこで, 本稿では, 訴因の特定の問題に対し, 将来的に各論的分析ある
いは手続法・実体法を架橋する形で分析することを念頭に置き, 総論的な
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Ⅴ 結論
キーワード：訴因の特定, 訴因, 公訴事実, 構成要件該当事実, 審判対象の画
定
検討を行うことにする｡ すなわち, まず, 訴因の特定に関する議論の流れ
の概要を確認する (Ⅱ), 次に, 訴因の特定に関する主要な判例を検討し
(Ⅲ), その後, 学説を検討する (Ⅳ)｡ 最後にこれらのまとめとして結論
を述べていきたい (Ⅴ)｡
Ⅱ 訴因の特定に関する議論の概要
ここでは, 判例・学説を検討する前に, 訴因の特定に関する議論の概要
をおさえておく｡
1. 旧法時代の犯罪事実の特定について
(８)
旧刑事訴訟法291条は, ｢公訴ヲ提起スルニハ被告人ヲ指定シ犯罪事実及
罪名ヲ示スヘシ｣ と規定されており, 検事は, 公訴提起に際して, ｢犯罪
事実｣ を特定してこれを表示することが求められていた｡ この規定の趣旨
は, 次のようなものである｡ ｢公訴物体の範囲は犯罪事実に依り定まる｣
から, ｢犯罪事実の表示は訴訟物体の範囲を明確にすることを要す｣ るこ
とになる｡ ｢この要件を充たさ｣ ないために ｢他の犯罪事実と識別するこ
と｣ ができないときは, ｢その表示は犯罪事実の表示であるとはされない
(９)
｣
とされていた｡ したがって, 公訴の効力すなわち審判の対象の範囲は,
｢犯罪事実｣ から導かれるから, その元になる犯罪事実の表示も明確なも
のであることを要する｡ それゆえ, 犯罪事実の表示は, 他の犯罪事実との
識別のために必要となるとされる
(10)
｡
犯罪事実を表示する程度について, 事件を特定するに足る表示があれば
よいとする見解
(11)
, 少なくとも事実の同一性を認め得る程度に具体的である
ことを要する見解
(12)
, 事実の同一性に関連して, 構成要件に該当すべき行為
要素は本質的なものであるが, 日時, 場所, 行為の目的は, 行為の属性に
過ぎず, その変化は事実の同一性を害しないという見解が主張されていた
(13)
｡
そして犯罪事実の表示と日時, 場所および方法の関係について, 行為の日
時, 場所, 結果の大小は, 他の犯罪事実との異同を識別するために必要な
訴因の特定に関する序論的考察 55
場合を除き, 表示の必要はないとする見解
(14)
, そもそも被告事件については
日時等を明示することを要しないとする見解が主張されていた
(15)
｡ したがっ
て, 旧法時代において日時等の表示は, 犯罪事実の特定に不可欠であると
は考えられていなかったといえる｡
2. 現行刑訴法における訴因の特定について
現行刑訴法256条３項は, ｢公訴事実は, 訴因を明示してこれを記載しな
ければならない｡ 訴因を明示するには, できる限り日時, 場所及び方法を
以て罪となるべき事実を特定してこれをしなければならない｣ と規定され
ている｡ 公訴事実の記載が, 何ら罪となるべき事実を包含していないとき,
または公訴事実が全く罪となるべき事実を特定していないときは, 刑訴法
339条１項２号, 338条４号により, 公訴棄却の決定または判決を受けるこ
とになる
(16)
｡ 256条３項の趣旨は, ｢可能な限り罪となるべき事実を特定して
訴因を明示することにより, 裁判所に対し審判対象を限定するとともに,
被告人に対し防御の範囲を示すことを所期したものと解される…｡ それば
かりでなく, 公訴提起の効果の及ぶ範囲, すなわち時効停止, 再訴禁止の
範囲や一事不再理効の及ぶ範囲を明確にする見地からみても, できる限り
訴因として構成される公訴事実の内容が特定明確化される必要がある
(17)
｣ と
される｡ 特定について, 法は, ｢できる限り日時, 場所及び方法を以て罪
となるべき事実を特定して｣ 訴因を明示することを要求している｡ そこで,
罪となるべき事実と日時等の記載の関係がどのようなものであるのかが問
われることになる｡ この点につき, ｢法律構成説｣ と ｢事実記載説｣ との
対立の反映が指摘されていた
(18)
｡ そこで, まず, 法律構成説と事実記載説の
対立と罪となるべき事実と日時等の記載の関係についてみることにする
(19)
｡
3. 罪となるべき事実と日時等の記載の関係について
(1) 法律構成説
法律構成説とは, ｢訴因をもって, 社会的事実としての犯罪事実を各罰
則の構成要件に当てはめた形において法律的に構成したものをいうと定義
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づけ, 訴因の拘束力は, その法律構成の点について生じる
(20)
｣ 見解であると
される｡ 法律構成説においても変遷が存在しているが, 法律構成説の中で
も ｢罰条同一説｣ と称される見解に立つと, 日時等は, 罪となるべき事実
には含まれないことになると解されている
(21)
｡
罰条同一説は, 訴因が各罰条の構成要件に当てはめた形において法律的
に構成した具体的犯罪事実であることを前提とする｡ 訴因を明示する方法
は, 公訴犯罪事実を特定できる程度にできる限り日時, 場所, 方法の明示
により適用すべき罰条の構成要件上の特徴を明らかにすることだという｡
訴因に示された行為の態様, 行為の客体などに差が生じたとしても, 依然
として同一罰条に該当するものと認められるときは, 訴因の同一性の範囲
に属しており, 訴因の追加または変更を要しないとされる
(22)
｡
この立場は, 審判対象が公訴事実であり, 訴因がその法的評価と考える
公訴事実対象説を前提としている｡ 訴因制度は, 裁判官による法的評価に
対する被告人への不意打ちを防ぐための制度であり, 訴因の本質は, 法的
評価すなわち法律構成にある｡ そうすると, 起訴状に記載する日時・場所・
方法といったものは, それが犯罪構成要素となっていない場合には, 訴因
の本質的要素ではない｡ そうすると, 日時等の特定については, 刑訴法
256条３項における ｢できる限り｣ の解釈との関係で, できればこれらを
特定するほうが望ましいという程度で考えることになると指摘されている
(23)
｡
(2) 事実記載説
事実記載説は, 訴因が構成要件にあてはめて法的に構成された事実の記
載であり, 法的構成そのものではなく, 法的に構成された事実だとしたう
えで, 訴因の拘束力が事実の記載そのものについて認められるとする見解
である
(24)
｡ 訴因対象説・事実記載説の代表的な見解である平野説は, ｢罪と
なるべき事実は, 現実の事実であると共に具体的な事実である｡ したがっ
て日時, 場所もまたその要素をなすと言わざるを得ない｡ 方法に至っては
なおさらそうである｡ 罪となるべき事実から方法を抜き去ってしまったの
では, 罪となるべき事実は全く抽象的な事実となってしまう
(25)
｣ と主張し,
訴因の特定に関する序論的考察 57
罪となるべき事実が日時等を含んだものと解する理解と事実記載説との結
びつきを指摘していた｡
しかし, 事実記載説の立場にあっても, 罪となるべき事実とは, 刑罰を
科せられるべき犯罪構成要件に該当する事実であり, 刑罰法令の各条に規
定された特別構成要件とその修正形式の未遂・共犯の要件に該当する事実
を指すと考え, 日時・場所・方法は, 罪となるべき事実に含まれず, 刑訴
法253条の解釈として, 罪となるべき事実と日時・場所・方法を別のもの
と考える見解が存在する
(26)
｡ この見解に対しては, ｢事実記載説を採りつつ,
訴因の変更なしに訴因の記載と一部食い違う事実を認定できる範囲, すな
わち訴因の拘束性ないし訴因の同一性の問題については法律構成説をとろ
うとするものである｡ しかし, 日時, 場所, 方法等から切り離された罪と
なるべき事実とは, ひっきょう抽象的な構成要件への当てはまりをいうに
すぎなくなり, 法律構成説と実質的な違いはない
(27)
｣ と批判されている｡
事実記載説の立場にあっても, 日時等が罪となるべき事実に含まれない
という考えがあることから, 審判対象論に基づいて, 公訴事実対象説は法
律構成説をとり日時等が罪となるべき事実に含まれなく, 訴因対象説は事
実記載説をとり日時等が罪となるべき事実に含まれる, というように一元
的に解釈される問題ではない｡
4. 特定すべき程度について
訴因の特定が要求されているとはいえ, 実際には, 被害者が死亡, 目撃
者が確保できないかつ被疑者が否認あるいは黙秘している場合など, 種々
の制約によって ｢捜査の結果によって明らかにし得る事実にはおのずから
限界があり, 起訴状の訴因に犯罪事実すべての詳細を明らかにする記載を
行うことは不可能に近い｣ ので, ｢訴因の特定も 『できる限り』 とされて
いる
(28)
｣ のである｡ ここでいう ｢できる限り｣ の意義については, ｢法律的
に最低限必要な特定の程度については訴因を特定する意義, 目的から合目
的的に解釈されるべき｣ ことになる
(29)
｡
特定すべき程度は, 上記のような ｢収集された証拠によって明らかにし
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うる事実に限界があるために犯罪事実を概括的にしか表示できない場合に,
どの程度の概括的な表示であれば許容されるのかという場面
(30)
｣ だけでなく,
｢検察官が証拠に基づいて犯罪事実を比較的詳細に示すことができる場合
に, どの程度の事実を表示すれば足りるのかという場面
(31)
｣ に分かれる
(32)
｡ そ
こでは, 識別説と防御権説の争いが持ち出されている｡
訴因の特定においては, できる限りの解釈に関する議論と識別説・防御
権説の議論が存する｡ この両者の関係については次のような説明がなされ
る｡ 訴因は, ｢検察官において捜査の結果収集された証拠に基づいて得ら
れた心証形成の所産としての歴史的・社会的事実である犯罪事実の表象を
刑罰法規の構成要件に当てはめて厳密に法律的に構成し具体的事実として
記述したもの｣ であるので, ｢事実的側面と法律的側面｣ をもつ｡ 一方で,
法律的側面においては, ある訴因が他の訴因と明確に識別され得るだけで
なく, その訴因自体において, 歴史的・社会的事実である犯罪事実がいか
なる構成要件に該当するかが明らかにされなければならない｡ 他方で, 事
実的側面においては, 訴因の形式で掲記される公訴事実の内容をなす罪と
なるべき事実は, 歴史的具体性を明らかにする趣旨で, できる限り日時等
をもって特定することが要求される
(33)
｡ したがって, 訴因のもつ性質から,
争われる内容が異なっていることになる｡
訴因の特定における, 刑訴法256条３項の趣旨, 罪となるべき事実と日
時等の関係, 特定の程度の問題については, 判例によって展開されてきた
ので, 以下では, それを確認していくことにする｡
Ⅲ 判例
ここでは, 日時等の概括的記載が問題になった, 最大判昭和37年11月28
日刑集16巻11巻1633頁と, 最決昭和56年４月25日刑集35巻３号116頁をそ
れぞれ検討した後に, 罪となるべき事実それ自体の概括的記載に関する最
決平成14年７月18日刑集56巻６号307頁および最決平成26年３月17日刑集
68巻３号368頁の概要を見ていく｡
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1. 最大判昭和37年11月28日 (白山丸事件判決)
(1) 事実の概要および判旨
訴因の特定のリーディングケースとされているのが
(34)
, 最大判昭和37年11
月28日の白山丸事件判決である｡ 本件は, 被告人が, 当時国交のなかった
中国への密出国者として, ｢被告人は, 昭和二七年四月頃より同三三年六
月下旬までの間に, 有効な旅券に出国の証印を受けないで, 本邦より本邦
外の地域たる中国に出国したものである｣ とする公訴事実で起訴されたと
いうものである｡ この起訴状の記載においては, ｢犯罪の日時を表示する
に六年余の期間内とし, 場所を単に本邦よりとし, その方法につき具体的
な表示をしていない｣ ことになる｡ そこで, 被告人側が, 本件公訴事実の
記載について刑訴法256条３項に違反し, 公訴提起が無効であると主張し
た｡
これに対し, 本判決は, ｢刑訴二五六条三項において, 公訴事実は訴因
を明示してこれを記載しなければならない, 訴因を明示するには, できる
限り日時, 場所及び方法を以て罪となるべき事実を特定してこれをしなけ
ればならないと規定する所以のものは, 裁判所に対し審判の対象を限定す
るとともに, 被告人に対し防禦の範囲を示すことを目的とするものと解さ
れるところ, 犯罪の日時, 場所及び方法は, これら事項が, 犯罪を構成す
る要素になつている場合を除き, 本来は, 罪となるべき事実そのものでは
なく, ただ訴因を特定する一手段として, できる限り具体的に表示すべき
ことを要請されているのであるから, 犯罪の種類, 性質等の如何により,
これを詳らかにすることができない特殊事情がある場合には, 前記法の目
的を害さないかぎりの幅のある表示をしても, その一事のみを以て, 罪と
なるべき事実を特定しない違法があるということはできない｣ とした｡ こ
れを本件にあてはめ, ｢検察官は, 本件第一審第一回公判においての冒頭
陳述において, 証拠により証明すべき事実として, (一) 昭和三三年七月
八日被告人は中国からＡ丸に乗船し, 同月一三日本邦に帰国した事実,
(二) 同二七年四月頃まで被告人は水俣市に居住していたが, その後所在
が分らなくなつた事実及び (三) 被告人は出国の証印を受けていなかつた
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事実を挙げており, これによれば検察官は, 被告人が昭和二七年四月頃ま
では本邦に在住していたが, その後所在不明となつてから, 日時は詳らか
でないが中国に向けて不法に出国し, 引き続いて本邦外にあり, 同三三年
七月八日Ａ丸に乗船して帰国したものであるとして, 右不法出国の事実を
起訴したものとみるべきである｣ と審判対象および防御範囲が示されてい
ると解した｡ その上で, 日時に関する ｢詳らかにすることができない特殊
事情｣ の存在につき, ｢本件密出国のように, 本邦をひそかに出国してわ
が国と未だ国交を回復せず, 外交関係を維持していない国に赴いた場合は,
その出国の具体的顛末についてこれを確認することが極めて困難であつて,
まさに上述の特殊事情のある場合に当るものというべく, たとえその出国
の日時, 場所及び方法を詳しく具体的に表示しなくても, 起訴状及び右第
一審第一回公判の冒頭陳述によつて本件公訴が裁判所に対し審判を求めよ
うとする対象は, おのずから明らかであり, 被告人の防禦の範囲もおのず
から限定されているというべきであるから, 被告人の防禦に実質的の障碍
を与えるおそれはない｣ として, 被告人側の主張を退けた｡
(2) 検討
本判決は, ｢六つの判断から成り立っている｣ とされる｡ すなわち, 第
一に, 刑訴法256条３項の規定の趣旨であり, 第二に, 罪となるべき事実
と日時等の関係であり, 第三に, 特殊事情についてであり, 第四に, 起訴
状と冒頭陳述と併せて本件における審判対象を画定している点についてで
あり, 第五に, 本件における特殊事情についてのあてはめであり, 第六に,
結論についてである
(35)
｡
刑訴法256条３項の趣旨として ｢裁判所に対し審判の対象を限定すると
ともに, 被告人に対し防禦の範囲を示すことを目的とする｣ としているの
は, ｢訴因は審判対象であり必ず検察官によって提示されることを要し,
単なる防禦保護の制度ではない
(36)
｣ という訴因の果たす機能からの説明と解
することができる｡
罪となるべき事実と日時等の関係について, 本判決は, ｢犯罪の日時,
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場所及び方法は, これら事項が, 犯罪を構成する要素になつている場合を
除き, 本来は, 罪となるべき事実そのものではなく, ただ訴因を特定する
一手段｣ として, 罪となるべき事実と日時等を別のものと解している｡ こ
れに対して, ｢罪となるべき事実は, 現実の事実であると共に具体的な事
実である｡ したがって日時, 場所もまたその要素をなすと言わざるを得な
い｡ 方法に至ってはなおさらそうである｡ 罪となるべき事実から方法を抜
き去ってしまったのでは, 罪となるべき事実は全く抽象的な事実となって
しまう
(37)
｣ とする理解も存する｡
本判決は, 日時等が訴因を特定する一手段であるがゆえに, ｢犯罪の種
類, 性質等の如何により, これを詳らかにすることができない特殊事情｣
がある場合には, 概括的な記載を許容するとしている｡ ただし, この概括
的な記述によって, 識別機能と防御機能を喪失しない場合に限られている
(38)
｡
本判決における多数意見は, 密出国の日時は不明であるが, その密出国
後, ｢引き続いて本邦外に｣ いた中で, ｢同三三年七月八日Ａ丸に乗船して
帰国した｣ と認定しており, これは, ｢訴因に記載された約六年間の期間
中にただ一回のみの密出国があった
(39)
｣ と解している｡ それに対して, 奥野
裁判官の補足意見は, 本件の入国に対応している出国のみが審判対象であっ
て, 複数回の密出国があってもそれは本件の審判対象ではないと解されて
いる｡ すなわち, ｢本件公訴事実は, 本件起訴状の記載と検察官の冒頭陳
述による釈明とを綜合考察するときは, 被告人が昭和三三年七月八日中国
からＡ丸に乗船し同月一三日に本邦に帰国した事実に対応する出国の事実,
すなわち右帰国に最も接着, 直結する日時における出国の事実を起訴した
ものと解すべきである｣ とされる｡ その理由として, ｢右帰国に対応する
出国の事実は理論上ただ一回あるのみであつて, 二回以上あることは許さ
れないのであるから, 本件公訴事実たる出国の行為は特定されており, そ
の日時, 場所, 方法について明確を欠くといえども, なお犯罪事実は特定
されていると言い得べく, 本件起訴を以つて, 不特定の犯罪事実の起訴で
あつて刑訴二五六条に違反する不適法なものということはできない｣ とい
うことを挙げている｡ これは, 起訴状の記載と冒頭陳述による釈明を併せ
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た結果であり, ｢何れの出国行為を指すかを釈明できない場合において本
件起訴状記載の如き公訴事実とすれば, 二重起訴の虞を招き, 判決の既判
力の範囲が不明確であり, 被告人の防禦権に著しい不利益を及ぼすもので
あつて, 刑訴二五六条に違反し, 公訴事実の特定を欠く不適法な起訴たる
を免れない｣ ことになるとされる
(40)
｡
本判決は, 当時外交関係がなかった国への密出国であることから, そも
そも ｢密出国した事実は確認できても, 密出国をした日時・場所を具体的
に特定することが類型的に困難であり｣, 国交のない国への密出国におい
ては ｢出国について具体的に把握することは一層困難だった｣ であろうこ
とから, ｢『特殊事情』 があるとして特定の程度を緩和したのには, 理由が
あったともいえ｣ ると評価されている
(41)
｡ この特殊事情に対しては, 結局の
ところ ｢捜査が困難であるという点に尽きる｣ にすぎず, あくまで当時の
政治・社会状況の特殊性を理由として訴追側の便宜を考慮した結果である
ともされている
(42)
｡ それは, ｢その後最高裁判所は 『特殊事情』 という表現
を用いていない
(43)
｣ という点からも見出し得る｡ このような特殊事情につい
て, ｢今後同種の事件が頻発することは想定できない
(44)
｣ ともされている｡
本件においては, 起訴状および冒頭陳述によって審判対象が画定された
ことにより, 防御範囲が設定されており, 防御に対する実質的な障害がな
いことから, 幅のある記載を許容している｡ これは, 審判対象が画定され
た場合, その裏返しとして防御範囲が画定されると裁判所が解しているこ
とを意味する
(45)
｡ 幅のある記載を記載が許容されるのは, 訴因の特定から導
かれる識別機能・防御機能を越えた基準としての ｢特殊事情｣ がある場合
に限定されている｡ これは, 刑訴法256条３項が ｢できる限り｣ と規定し
ていることから求められる｡ 審判対象が画定しているとしても ｢裁判所が
実際に審理をし, 被告人が防御を行うという観点からは, その対象ができ
る限り具体化されることが望ましいという考え方に基づいて｣ いると解さ
れている
(46)
｡
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2. 最決昭和56年４月25日 (吉田町覚せい剤使用事件決定)
(1) 事実の概要および決定要旨
本件は, 原審の認定した事実によると, 被告人は, 昭和54年10月３日に
暴力行為等処罰に関する法律違反の罪で逮捕されて引続き勾留され, 同日
に, 右事件の兇器である鉈を差押えるため被告人経営の会社の飯場および
自動車の捜索を行ったところ注射器二個が発見され, その任意提出を受け
てこれを領置し, 翌４日被告人の同意を得てその右腕の写真撮影を行い,
同月５日被告人の尿の任意提出を受けて領置し, 鑑定の結果, 前記の尿と
発見領置された注射器より覚せい剤が検出された｡ 被告人は, 覚せい剤使
用の事実につき, ｢終始否認しているか, 供述があいまいであり｣, さらに
｢目撃者もいないため｣, 起訴状における公訴事実を, ｢被告人は, 法定の
除外事由がないのに, 昭和五四年九月二六日ころから同年一〇月三日まで
の間, 広島県高田郡ａ町内及びその周辺において, 覚せい剤であるフエニ
ルメチルアミノプロパン塩類を含有するもの若干量を自己の身体に注射又
は服用して施用し, もつて覚せい剤を使用したものである｡｣ として起訴
されたというものである｡ 被告人側は, 本件公訴事実によっては犯行の日
時等が特定されていないとして上告した｡
これに対して, 本決定は, ｢本件公訴事実の記載は, 日時, 場所の表示
にある程度の幅があり, かつ, 使用量, 使用方法の表示にも明確を欠くと
ころがあるとしても, 検察官において起訴当時の証拠に基づきできる限り
特定したものである以上, 覚せい剤使用罪の訴因の特定に欠けるところは
ないというべきである｣ との職権判断を示して, 上告を棄却した｡
(2) 原審における判旨
原審である広島高判昭和55年９月４日
(47)
においては, 被告人側が ｢本件起
訴状記載の公訴事実によつては犯行の日時, 場所, 方法, 覚せい剤の使用
量の特定は不十分で, 審判の対象を特定したことにならず, 被告人の防禦
権の行使に重大な支障を来たすものであるから, かかる公訴の提起は違法
であ｣ ると主張したのに対し, 前記白山丸事件判決を引用したうえで次の
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ように主張した｡ ｢検察官は原審第一回公判における冒頭陳述として, 被
告人は公訴事実記載の日時の間は, 前記吉田町及び賀茂郡豊栄町内におり,
その間に覚せい剤を自己使用し, 一〇月五日尿を警察官に任意提出し, 鑑
定の結果覚せい剤が検出された事実を立証する旨陳述していること, 本件
犯行の日時, 覚せい剤使用量, 使用方法につき具体的表示がされない理由
は, 被告人が終始否認しているか, 供述があいまいであり, 目撃者もいな
いためであることが推認できること, 覚せい剤の自己使用は犯行の具体的
内容についての捜査が通常極めて困難であることを合わせ考えると, 本件
はまさに上述の特殊の事情がある場合に当るものというべく, また, 本件
は, 被告人が一〇月五日に警察官に任意提出した尿から検出された覚せい
剤を自己の体内に摂取したその使用行為の有無が争点となるものであるか
ら, 本件の審判の対象と被告人の防禦の範囲はおのずから限定されている
というべきであり, 被告人の防禦に実質的な障害を与えるおそれも存しな
い｣ として被告人側の主張を退けた｡
(3) 検討
訴因の特定は, 覚せい剤使用事件において特に問題となる｡ その背景に
は, 覚せい剤使用事件がもつ特殊性がある｡ 覚せい剤使用は, 尿から覚せ
い剤成分が検出されれば明らかとなるが, 覚せい剤の自己使用は, 通例,
秘密裏に行わるものであるから, 目撃者がいなければ, 使用者本人が供述
しない限り, 使用の日時・場所・方法, 使用量を特定することが困難であ
る
(48)
｡ 実務上は, ｢一応真実と認められる被疑者の自白が存在する場合には
それに基づいて訴因を構成するが｣, そうではなく ｢黙秘とか否認の場合
は, 覚せい剤の体内残留期間が最大約二週間であること…を根拠に, 右期
間内の被疑者の行動を可能な限り解明したうえ, 犯行日時を右期間内の相
当範囲の広い時間帯とし, その間の画定することができた被告人の行動範
囲内の場所を使用場所とし, 使用方法及び使用量については特段の記載を
しないまま起訴する｣ とされている
(49)
｡ したがって, ｢例えば, 東京都内と
いった幅のある表示をし, 方法も, 注射又は吸引といったかたちの表示を
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する
(50)
｣ かたちで運用されている｡ そして, 覚せい剤の自己使用は, それが
常態化されていることが多々あり, 幅のある記載をした場合に, その期間
内に複数回自己使用をしている場合がある｡ その際, 尿検査によって判明
した覚せい剤使用は, 複数回の場合があり得るが, 通説および判例によれ
ば, 覚せい剤の使用は, 複数回の使用行為が連続的に行われた場合であっ
ても, 一回の使用ごとに一罪の併合罪と解されている
(51)
｡ したがって, 日時
等につき幅のある記載をした場合, ｢検出結果に対応するどの使用行為を
起訴しているのかが定まらず, 他の使用行為との識別ができていないから,
審判の対象が特定されていないのではないかという疑問が生じる
(52)
｣ ことに
なる｡
覚せい剤使用に関しては, 上述のような性質をもっていることから, 訴
因の特定について裁判例があったところ, 本決定は ｢この問題につき指導
的意義｣ を有するものであるとされる
(53)(54)
｡ 本決定の原審は, それまでの覚せ
い剤使用事件の高裁判例
(55)
が白山丸事件判決の法理を援用して訴因の特定に
欠けることがないとしていたものを踏襲し, まさに本件が ｢特殊の事情が
ある場合｣ としており, これは原々審である広島地判昭和55年３月12日
(56)
も
同様である｡ これに対して, 本決定は, 訴因の特定に欠けるところはない
としている理由として, ｢検察官において起訴当時の証拠に基づきできる
限り特定したもの｣ であることを挙げているだけであり, 白山丸事件判決
がいう特殊事情につき, 明示的には述べていない｡ この点につき, 覚せい
剤の自己使用罪は, 一般的な犯罪と構造を異にしており, 尿検査によって
覚せい剤が検出されれば, 通常覚せい剤を使用したと認められるもので,
この構造が白山丸事件判決と類似の構造を持っているところから, 幅のあ
る記載が許されている
(57)
, あるいは, 覚せい剤の自己使用罪の性質上, ｢検
察官において起訴当時の証拠に基づきできる限り特定した｣ という判示は,
特殊事情が存在していることを含めていると解されている
(58)
｡ これに対して,
特殊事情があることにつき ｢明言しない本判例は, このような訴因が許容
されるのは, 必ずしも特殊な類型の犯罪には限られないという立場を示唆
したようにも見える
(59)
｣ とも指摘される
(60)
｡
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尿から検出された覚せい剤と対応関係のある使用行為が複数あり得ると
ころ, ｢裁判所に対し審判の対象を限定｣ しているとは言えない点につい
ては, 本決定からは読み取ることができないと評価されている
(61)
｡ 訴因とし
て表示した期間内に複数回の使用の可能性があった場合の処理については,
｢通常問題とされるような二週間程度の期間内に, しかも覚せい剤体内保
有中に, 重ねてこれを使用する行為は, 連続一罪として包括一罪の関係に
ある
(62)
｣ として罪数の問題として解決を図る見解
(63)
が存する｡ しかし, 前述の
通り, 通説および判例によれば, 覚せい剤の使用は, 複数回の使用行為が
連続的に行われた場合であっても, 一回の使用ごとに一罪の併合罪と解さ
れている
(64)
｡ したがって, 実務上は, 併合罪であることを前提に, 訴訟法的
な解決として大きく最終行為説と最低一行為説に分かれている
(65)
｡
最終行為説は, ｢少なくとも尿中に覚せい剤が存在することは使用の直
接の反映であり, 複数回の使用が窺われる場合にも, 鑑定結果に対応する
最終の直近使用を起訴したものと特定する
(66)
｣ 見解である
(67)
｡ これに対して,
最低一行為説は, ｢記載された一定期間中に少なくとも一回の使用があっ
た
(68)
｣ として特定されていると見る見解である｡ 最低一行為説から最終行為
説に対する批判としては, ｢①尿および覚せい剤の排泄メカニズムはいま
だ十分には解明されていないから, 尿中から検出された覚せい剤が最後に
使用した分であることを確定することは極めて困難であり…, したがって,
尿検査の結果のみに基づいて最後に使用した事実を認定することは, はな
はだ困難である, ②最終使用行為によるとして有罪判決が画定したのち,
尿が採取された前で, かつ, 確定判決の使用日時後にも覚せい剤を使用し
ていることが判明した場合は, 再審をしなければならないという不合理な
結論になる
(69)
｣ というものが挙げられている｡ これに対して, 最終行為説に
よる審判対象は, ｢鑑定の対象になった尿中に検出された覚せい剤 (すな
わち鑑定結果) に対する最終の使用行為であって, 鑑定結果と関連させず
に, 尿を採取したときに最も近い使用行為を意味するものではない
(70)
｣ こと
から, 上述の批判は当たらないとされる｡ 最終行為説から最低一行為説に
対する批判としては, ｢公訴事実の同一性を有しない事実間において択一
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的認定を行うことを許容する結果になるのではないかとの疑問があるし,
一事不再理効について, 最低一行為説が, 覚せい剤が尿中に検出される期
間内の全ての使用におよぶとする見解をとるのであれば, 実質的に, その
間の使用を包括一罪として扱っていることになり不当
(71)
｣ であるというもの
がある｡
3. 罪となるべき事実の概括的記載について
白山丸事件判決は, ｢犯罪の日時, 場所及び方法は, これら事項が, 犯
罪を構成する要素になつている場合を除き, 本来は, 罪となるべき事実そ
のものではなく, ただ訴因を特定する一手段として, できる限り具体的に
表示すべきことを要請されている｣ にすぎず, ｢特殊事情がある場合には,
前記法の目的を害さないかぎりの幅のある表示をしても, その一事のみを
以て, 罪となるべき事実を特定しない違法があるということはできない｣
ということを前提としている｡ すなわち, 日時等が罪となるべき事実では
ないからこそ幅のある記載が許されるとしているのである｡ しかし, 明示
的に白山丸事件判決を援用していない吉田町覚せい剤使用事件決定は, 特
殊事情があることにつき ｢明言しない本判例は, このような訴因が許容さ
れるのは, 必ずしも特殊な類型の犯罪には限られないという立場を示唆し
たようにも見える
(72)
｣ とも指摘されており
(73)
, これ以後, 罪となるべき事実そ
れ自体の概括的記載が問題となる判例が登場するようになる｡
それが, 最決平成14年７月18日
(74)
(前原遺体白骨化事件
(75)
) である｡ 本決定
は, ｢『被告人は, 単独又はＡ及びＢと共謀の上, 平成９年９月30日午後８
時30分ころ, 福岡市中央区所在のビジネス旅館あさひ２階７号室において,
被害者に対し, その頭部等に手段不明の暴行を加え, 頭蓋冠, 頭蓋底骨折
等の傷害を負わせ, よって, そのころ, 同所において, 頭蓋冠, 頭蓋底骨
折に基づく外傷性脳障害又は何らかの傷害により死亡させた｡』 という傷
害致死の訴因｣ (第１次予備的訴因) の特定が問題となった事案である｡
これに対して, ｢第１次予備的訴因は, 暴行態様, 傷害の内容, 死因等の
表示が概括的なものであるにとどまるが, 検察官において, 当時の証拠に
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基づき, できる限り日時, 場所, 方法等をもって傷害致死の罪となるべき
事実を特定して訴因を明示したものと認められるから, 訴因の特定に欠け
るところはない｣ と判示した｡
本件訴因における ｢暴行態様, 傷害の内容, 死因等の表示が概括的なも
の｣ であることは確かであるが, 人の死亡は１回しかあり得ないので, 特
定の被害者が暴行を受けて死亡したという事実は, 理論上１回しか起こり
得ない以上, 他の犯罪事実との識別 (訴因の識別機能) という観点からは,
被害者さえ特定できれば訴因の特定として欠けるところがないことになる｡
それでもなお, 訴因の特定が問題となるのは, 他の犯罪事実との識別を越
えて, ｢『罪となるべき事実』 として具体的な記載が求められるという考え
方を前提とし
(76)
｣ ているからであり, そこでは, ｢概括的記載部分が, 傷害
致死罪の構成要件に該当する具体的な事実を記載したものか否か
(77)
｣ が求め
られている｡
その後, 最決平成26年３月17日
(78)
は, ｢Ａを被害者とする傷害被告事件
(以下 『Ａ事件』 という｡) の訴因は, 『被告人は, かねて知人のＡ (当時
32年) を威迫して自己の指示に従わせた上, 同人に対し支給された失業保
険金も自ら管理・費消するなどしていたものであるが, 同人に対し, (1)
平成14年１月頃から同年２月上旬頃までの間, 大阪府阪南市 (中略) のＢ
荘Ｃ号室の当時のＡ方等において, 多数回にわたり, その両手を点火して
いる石油ストーブの上に押し付けるなどの暴行を加え, よって, 同人に全
治不詳の右手皮膚剥離, 左手創部感染の傷害を負わせ, (2) Ｄと共謀の上,
平成14年１月頃から同年４月上旬頃までの間, 上記Ａ方等において, 多数
回にわたり, その下半身を金属製バットで殴打するなどの暴行を加え, よっ
て, 同人に全治不詳の左臀部挫創, 左大転子部挫創の傷害を負わせたもの
である｡』 というものである｡ また, Ｅを被害者とする傷害被告事件 (以
下 『Ｅ事件』 という｡) の訴因は, 『被告人は, Ｆ, Ｇ及びＨと共謀の上,
かねてＥ (当時45年) に自己の自動車の運転等をさせていたものであるが,
平成18年９月中旬頃から同年10月18日頃までの間, 大阪市西成区 (中略)
付近路上と堺市堺区 (中略) 付近路上の間を走行中の普通乗用自動車内,
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同所に駐車中の普通乗用自動車内及びその付近の路上等において, 同人に
対し, 頭部や左耳を手拳やスプレー缶で殴打し, 下半身に燃料をかけ, ラ
イターで点火して燃上させ, 頭部を足蹴にし, 顔面をプラスチック製の角
材で殴打するなどの暴行を多数回にわたり繰り返し, よって, 同人に入院
加療約４か月間を要する左耳挫・裂創, 頭部打撲・裂創, 三叉神経痛, 臀
部から両下肢熱傷, 両膝部瘢痕拘縮等の傷害を負わせたものである｡』 と
いうものであ｣ った｡ この訴因の特定が問題となり, ｢いずれの事件も,
上記…の訴因における罪となるべき事実は, その共犯者, 被害者, 期間,
場所, 暴行の態様及び傷害結果の記載により, 他の犯罪事実との区別が可
能であり, また, それが傷害罪の構成要件に該当するかどうかを判定する
に足りる程度に具体的に明らかにされているから, 訴因の特定に欠けると
ころはないというべきである｣ と判示した｡
訴因の特定において, 白山丸事件判決によって指摘された識別機能とい
う観点に加えて, 有罪判決の記載に関する従前の最高裁判例の基準を明示
的に取り入れたとされる
(79)
｡ それは, 刑訴法335条１項によって有罪判決に
記載されるべきものと規定される罪となるべき事実のことである｡ この点
につき, 最判昭和24年２月10日刑集３巻２号155頁が, ｢罪となるべき事実
とは, 刑罰法令各本条における犯罪の構成要件に該当する具体的事実をい
うものであるから, 該事実を判決書に判示するには, その各本条の構成要
件に該当すべき具体的事実を該構成要件に該当するか否かを判定するに足
る程度に具体的に明白にし, かくしてその各本条を適用する事実上の根拠
を確認し得られるようにするを以て足る｣ と判示した基準を訴因の特定の
場面においても取り入れたものといってよい｡
Ⅳ 学説
1. 平野龍一説
平野説は, 記述に変遷が見られる｡ ｢起訴状には訴因として, いかなる
程度の記載が必要であろうか｡ …この訴因を明示する, とはいかなる意味
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であろうか｣ として, ｢わが法が, 英米の通常の起訴状と同じく, 検察官
の申立の内容を, 換言すれば検察官が審判の対象たらしめようとしている
事柄を, 裁判所および被告人に提示することを要求したものに外ならない｣
と訴因の持つ意義に言及している｡ そこでは, ｢訴因は防禦の対象にすぎ
ないと即断してはならない｣ とも述べている｡ さらに続けて ｢しかしなが
らこの審判の対象の内容を訴因として明らかにさせる建前を, わが法は徹
底させていない｡ …わが法はある程度訴因の不確定性を許容している｡
『訴因を明示するには, できる限り日時, 場所, 方法を以て罪となるべき
事実を特定しなければならない』 としたのがそれである｡ この場合できる
限りとはもちろんできる限り厳格に, の意味であって, 場合によっては全
然特定しなくともよいという意味ではない｣ としている
(80)
｡
その後, ｢日時・場所・方法などは, あらかじめ厳格に特定することが
困難な場合もある｡ したがって, 『できる限り』 特定すれば足りる…｡ 勿
論, できなければ全く特定しなくともよいというわけではなく, その個別
性を明らかにし, 被告人の防禦に支障のない程度には特定していなければ
ならない
(81)
｣ とした｡
そして, ｢公訴提起の段階ではまだ事実がはっきりしていないので, 検
察官としては細かな点まで特定させることがむずかしい場合もあるが, そ
れでも, 他の犯罪事実と区別できる程度には特定しなければならず, また
被告人として防禦の対象がおおむね明確になる程度には特定したものでな
ければならない｡ しかし訴因は, もっぱら防禦の対象を明らかにするため
のものではないから, 細かな点まで示す必要はない
(82)
｣ とされた｡
当初, 識別機能と防御機能について意識的に主張されていないのは, 時
代背景が存すると思われる｡ すなわち, 当事者主義化を推し進めて, 訴因
が審判対象であると主張することが当時の最大の目的であって, その分と
して防御機能に関する観点が後退している｡ しかし, ｢訴因は防禦の対象
にすぎないと即断してはならない｣ というのは, 専ら防御の対象あるとい
うことを否定しているだけであり, 防御の対象になることは否定していな
い｡ 白山丸事件判決において, 訴因が持つ識別機能と防御機能が示された
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が, 萌芽的な主張はすでに平野説の中に見られ得るのである｡
2. 田宮裕説
田宮説は, 訴因の特定について次のように述べる｡ 公訴事実の記載方法
は, まず, 罪となるべき事実, つまり構成要件に該当する事実を書き, 次
に, 犯行の態様について, 六何の原則に従って記述するというものである｡
訴因の明示・事実の特定の程度について, 刑訴法256条３項が ｢できる限
り｣ 特定することを要求している｡ この ｢できる限り｣ の意味は, as far as
knownの意味であって, 確認されていなければ書かなくてもよいという
趣旨ではなく, ｢裁判所に対する審判対象の明示＝被告人に対する防御目
標の設定｣ という趣旨に照らして ｢できる限り厳格に｣ の精神で運用すべ
きであるとされている
(83)
｡
3. 松尾浩也説
松尾説は, 訴因の特定について ｢できる限り｣ については明示せずに次
のように述べる｡ 罪となるべき事実を特定して訴因を明示するのは, 裁判
所との関係においては審判の対象を明らかにし, 被告人との関係において
は防御の目標を提示するためである｡ 無限の具体性を持つ現実の事象に対
して, 訴因が言語によって観念を表示するものである以上, 訴因は一定の
抽象性を帯びることになるが, 具体性の程度を観念することはできる｡ 訴
因を防御の観点から見れば, 具体性に富む詳細な記載であるほどすぐれて
いることになるが, それには捜査の長期化, 裁判官の予断, 公判審理の硬
直化などの弊害が考えられる｡ そこで, 審判対象としての訴因を考えると,
ある程度簡潔なものであっても特定の要求を充足し得ることから, 起訴状
の記載は, 罪となるべき事実の特定に必要かつ十分な程度にとどめ, 防御
の利益は, 事前準備, 起訴状に対する釈明, 冒頭陳述などの起訴状提出以
後の手続過程で保障に遺憾なきを期するべきであるとされる
(84)
｡
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4. 近時の訴因の特定に関する学説
(1) 構成要件該当事実の明示について言及していないもの
近時の学説においても, 白山丸事件判決の判断基準を前提として説明を
しているものがある｡ すなわち, 刑訴法256条３項の趣旨として識別機能・
防御機能があり, 罪となるべき事実と日時等を区別して, 日時等に関する
概括的記載について ｢できる限り｣ の問題としているのである｡
例えば, 事実記載説を前提として, ｢問題となるのは, いかなる事実が
訴因として記載されるべきかである｣ として, 六何の原則をあげて, 罪と
なるべき事実と日時等の関係を整理する｡ そして, ｢つぎに問題となるの
は, 訴因事実はどの程度まで特定されるべきかである｡ 法律は, 『できる
限り』 (256条３項) としたが, これを ｢知れる限り (as far as known) と
解するか, ｢できるだけ正確に｣ と解するか｣ を取り上げている｡ そこで
は, ｢ある程度のゆるやかな訴因記載も認めなければならない｣ とされて
いる
(85)
｡ その後, 本文では, 訴因の特定が程度問題であることから, 判例の
基準を検討し, ゆるやかな訴因記載をみとめるべきとの主張の注として,
｢必要的な訴因記載の基準としては, これまで訴因の区別機能を基準とす
る 『識別説』 と訴因の防御機能を重視する 『防御権説』 の対立があった｣
と述べている
(86)
｡ そして, 訴因とは, 犯罪の構成要件にあてはめて法律的に
構成された具体的事実とされている
(87)
｡
また, 罪となるべき事実が ｢犯罪の構成要件に該当する事実｣ であり,
日時等によって特定したものが訴因としての審判の対象である｡ そして,
訴因は, 訴因と訴因外事実とを区別することによって審判対象画定機能と
防御機能とを併せ持っているとされる｡ 256条３項における ｢できる限り｣
とは, ｢できる限り正確に｣ を意味し, 日時等がわからないときは, その
記載を欠いてよいわけではない｡ 訴因の特定の程度について, 識別説と防
御権説の対立があるとされている
(88)
｡
あるいは, 事実記載説を前提として, ｢訴因が特定されることで審判対
象が限定され, 被告人の側からすれば防御の範囲が明確になる｡ そのよう
な観点からすると, 訴因の特定とは, 検察官が何を訴追しているのか, が
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わかる程度に明示されていることを意味する｡ 被告人の側からすれば, 罪
状認否…ができる程度に明確になっている必要がある｡ つまり, 構成要件
を基準にして, 起訴された行為が他の行為と区別すれば, 特定されている
と言える
(89)
｣ とする｡ そして, ｢犯罪の日時・場所・方法は訴因を特定する
１手段に過ぎないという理解が重要である
(90)
｣ とされる｡ そして, できる限
りの解釈については脚注において, ｢知れる限り｣ と ｢できる限り厳格に｣
の二つの解釈があるが, ｢できなければ, 全く特定しなくともよいという
わけではな
(91)
｣ いとする指摘から, ｢両者に実質的な違いはない
(92)
｣ と主張さ
れている｡
さらに, ｢起訴状一本主義の精神から, 犯罪事実の記載は必要最小限に
とどめるべきことになるが, 訴因は, 審判対象の範囲を画定するとともに
被告人の防禦の範囲を明らかにする機能を有するから, それを十分に特定
するだけの記載が必要である
(93)
｣ とする｡ そして, 具体的事実の記載が容易
ではない場合について, 256条３項が ｢できる限り日時, 場所及び方法を
もって特定しなければならないとして, 犯罪の種類, 性質等により詳細な
記載ができない場合には, 幅のある表示をすることを許している
(94)
｣ とされ
る｡ さらに, ｢刑訴法は訴因の特定を要求しているが, 日時, 場所, 方法
等は特定するための１つの手段に過ぎ｣ ないとしたうえで, 訴因が ｢特定
されているか否かは必ずしも行為の時間や場所の具体性のみで判断される
わけではなく, ①被告人の防御への支障の有無・程度に加え, ②犯罪の種
類・性質, ③特定が困難な特段の事情の有無等が考慮される｣ と解されて
いる
(95)
｡
識別説・防御権説の対立が ｢できる限り｣ の解釈に影響を与えるとする
見解も存する
(96)
｡ ｢検察官に審判の対象たる犯罪事実 (訴因) の提示を命じ
た｡ 裁判所は, この審判の対象＝訴因をもとに訴訟条件の有無などを判断
し (訴因の識別機能), 被告人はこの訴因を対象に防御活動を行うのであ
る (訴因の防御機能)｣ として, ｢訴因の特定や訴因変更の要否についてど
ちらの立場にたつかで結論が違ってくる｣ と訴因の機能から説明をしてい
る｡ そして, ｢訴因は, 『できる限り』 特定していなければならない (256
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条３項)｣ が, 一方で ｢一義的に明確になっていないと, 審判および防御
の対象が定まらず｣, 他方で厳格に求めると弊害があるとしている
(97)
｡ この
点につき, 防御権説に立つと, ｢一般刑法犯の犯行の日時・場所, 犯行の
方法といった基本的な事実関係は, 具体的に明示・特定する必要がある｣
ことになり, ｢法の要求である 『できる限り』 というのは, できなければ
構わないという趣旨ではなく, 可能な限り日時, 場所, 方法等の特定につ
とめることを要求するとともに, それができないときは, 訴因不特定を理
由に起訴状が無効になることまで含意しているというべき｣ とする｡ 識別
説に立つと, ｢訴因を審判対象と解しながらも, 日時, 場所, 方法等は訴
因特定のための一手段ではあるが, 必ずしも訴因たる罪となるべき事実そ
のものではなく, これらの記載に多少不備があっても他の訴因と区別でき
る程度の記載があれば特定性は肯定できる｣ ことになるとされている
(98)
｡
(2) 構成要件該当事実の明示について言及するもの
従来の識別説・防御権説の観点のみではなく, 罪となるべき事実の観点
から構成要件該当事実の明示について言及する見解がある｡
訴因が ｢罪となるべき事実｣ を特定して記載しなければならないという
ことから, 罪となるべき事実について検討を加える｡ ｢罪となるべき事実｣
は, 有罪判決においてどの程度具体的なものでなければならないかという
観点から論じられていた｡ しかし, 審判対象は, 検察官が訴因として設定
した犯罪事実の存否であり, それを裁判所が認定した場合に ｢罪となるべ
き事実｣ として判決に記載されることから, 訴因をどの程度具体的に記載
するかという問題と対応関係にあるとされる
(99)
｡ そして, ｢罪となるべき事
実｣ とは, 特定の構成要件に該当する具体的事実を指すところ, その記載
は, 少なくとも, 裁判所が訴因に記載された事実が特定の構成要件に該当
することを判定するに足る程度に具体的なものでなければならないと解さ
れている
(100)
｡ ｢罪となるべき事実｣ として, 特定の構成要件に該当する具体
的事実の記載が要求される実質的な理由は, ｢それが有罪判決の根拠とな
る事実であるにもかかわらず, 特定の構成要件に該当する具体的事実が明
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らかにされていない場合には, 犯罪が成立したことにつき合理的な疑いを
超える証明がなされているということが通常ありえないからであろう｡ 例
えば, 日時, 場所, 方法等が全く不明なままに, 被告人が被害者を殺害し
たという認定をすることは通常は不可能だと考えられる
(101)
｣ とされる｡ これ
に加え, ｢罪となるべき事実｣ の記載は, ｢その事実がどの構成要件に該当
するのかが明らかになるものでなくてはならない｣ 上に, ｢特定の構成要
件を充足する事実を洩れなく示すものでなければならない｡ 逆に, そこに
記載された事実では, 構成要件該当事実がすべて示されていない場合には,
その記載は不十分｣ であるとされている
(102)
｡
事実の適示を越えて, 罪となるべき事実の日時を ｢できる限り｣ 具体化
して記載することが求められる理由が, 防御権を ｢できる限り｣ 保障する
ことにある｡ 日時が具体化されればされるほど, 防御にとっては便宜とな
るが, 防御権保障のために果てしなく具体化を要求することは無理であり
捜査の限界も考慮される｡ ｢識別｣ に必要な事実や, 確信に抱かせるに足
る (最低限の) 事実を越えて, ｢できる限り｣ 罪となるべき事実の日時等
を具体化する, すなわち絞り込むことが, 単に防御権の保障の観点からの
みならず, 審判対象の見地からも, 訴因の明示の方法として要求されると
する見解も存する
(103)
｡
また, 請求原因事実としての ｢罪となるべき事実｣ という理解から, 実
体法上の構成要件要素が欠落することなく, 具体的に記述されなければな
らないとする理解もある
(104)
｡
5. 検討
白山丸事件判決が罪となるべき事実と日時等を分けたことには, 条文上
の規定から次のような考えが生じるからであると解される｡ 訴因の明示に
とって ｢罪となるべき事実｣ の特定は絶対的な要件であり, それゆえ,
｢罪となるべき事実｣ それ自体の幅のある特定は, 原則的に認められてい
ない｡ しかし, 現実問題として, 被害者が死亡, 目撃者が確保できない,
かつ被疑者が否認あるいは黙秘している場合など, 種々の制約によって
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｢捜査の結果によって明らかにし得る事実にはおのずから限界があり, 起
訴状の訴因に犯罪事実すべての詳細を明らかにする記載を行うことは不可
能に近い｣ ことがあるので, 日時等を訴因の特定の一手段と解し, 日時等
に限って幅のある特定を認めていると解されるのである
(105)
｡
この理解を前提として, ｢できる限り｣ の解釈問題については, ｢知れる
限り｣ と解する見解も ｢できるだけ正確または厳密に｣ とする見解もいず
れも見られた｡ それは, 幅のある概括的記載を認めている以上, ゆるやか
な記載を認めながらも, できなければ, 全く特定しなくともよいというわ
けではなく, 行い得る限りでの記載が必要であるところから, 実質的な違
いがなく, いずれの見解も主張されていると解し得る｡ さらにこの立場は,
最決平成14年７月18日および最決平成26年３月17日が, ｢罪となるべき事
実｣ につき幅のある記載を認めていることに対しては, 例外的に ｢罪とな
るべき事実｣ に対する幅のある記載を認める根拠が必要になろう｡
これに対して, ｢罪となるべき事実｣ の特定の要求として, 構成要件該
当事実の明示についての言及をする見解が認められた｡ この背景には, 最
決平成13年４月11日刑集55巻３号127頁
(106)
の訴因変更の要否と訴因の特定と
の関連性が指摘されている
(107)
｡ 本決定では, 訴因変更の要否につき, ２段階
枠組みを設けた｡ 第１段階の判断枠組みにおいては, ｢審判対象を画定す
る見地から｣ 訴因の記載として不可欠な事項の変動については, 例外なく
訴因変更が必要とされる｡ それは, 訴因の特定において識別説を採ること
を前提として, 訴因の特定に必要な記載事項が他の犯罪事実との区別をす
ることで審判対象を画定させるものである以上, 当該事項の変更は, 審判
対象の変更を意味するからである｡ 第２段階の判断枠組みは, 訴因の特定
には必要ではない記載事項について訴因における記載事項と異なる認定を
する場合が問題となっている｡ この場合, 訴因変更手続きを必要とするこ
とが原則で, 例外判断の場面においては, 原則で ｢不意打ち防止｣ の観点
によって訴因変更が要請されることの裏側として, 公判審理の過程で被告
人に防御の機会が付与されていれば, 不意打ちとはならないことから, 訴
因変更を経ることなく, 訴因と異なる事実を認定することが許されるとい
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うものである
(108)
｡ ここでは, 他の行為と識別が付いたとしても, 審判対象が
画定されていなければ ｢罪となるべき事実｣ が特定されているとは言えな
いことから, 構成要件該当事実の適示が要求されている｡
構成要件該当事実の明示について言及する見解については, 平野説の影
響を見ることができる｡ 平野は次のように述べている｡ 訴因は, ｢検察官
の申立の内容を, 換言すれば検察官が審判の対象たらしめようとしている
事柄を, 裁判所および被告人に提示することを要求したものに外ならない｡
訴因が右のようなものである結果, それはその存在が確定されれば直に有
罪を認定し得るような事実の記載でなければならない｡ 換言すれば, いず
れかの構成要件を充足する事実が掲げられてなければならない
(109)
｣ とされて
いる｡ 構成要件該当事実の明示について言及しない見解から, ｢起訴状の
公訴事実の記載から当該行為が当該犯罪の構成要件に該当するか否かを判
定することができることを求めているものであれば, 当然のことであると
ともに, 識別説の考え方を出るものではない
(110)
｣ とされているのも, 現行刑
訴法において訴因対象説を定着させた平野説が述べていることから, ｢当
然｣ と指摘されているのであると思われる｡
訴因の記載が構成要件に該当するか否かを判定するに足る程度に具体的
事実を明らかにしていることは, 従来の識別説と防御権説においても ｢当
然の基本
(111)
｣ であると解されている｡ しかし, 構成要件該当事実の明示につ
いて言及する見解は, 従来の識別説と防御権説との対立を越えて, 他の犯
罪事実との識別可能性がある記載があれば訴因の特定として足りるのでは
なく, 構成要件該当性を充足し得る程度に具体的な事実の記載を明示的に
要求しており, 識別可能性がある (そして防御に十分な) 記載でも, 訴因
の特定として足りない場合があることを指摘している点に従来の見解を越
えた意義がある｡ 私見においては, 日時等は, 構成要件該当事実として訴
因を構成し, 罪となるべき事実と解するべきであるとした
(112)
｡ この立場から
は, 裁判所が訴因に記載された事実が特定の構成要件に該当することを判
定するに足る程度に具体的な事実でなければならず, また, 他の犯罪事実
と識別可能であっても, 構成要件該当性を充足し得ない程度の事実の記載
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では訴因が特定されていないと解すべきことになる｡
Ⅴ 結論
本稿で得られた結論は次のようなものである｡ まず, 判例は, 罪となる
べき事実と日時等を区別し, 当初は, 日時等について特殊事情がある場合
に幅のある記載を認めていた｡ その後, 特殊事情に言及されなくなったこ
とも相まって, 罪となるべき事実であっても幅のある記載を認める判例が
登場することになった｡ 次に, 学説は, 罪となるべき事実については幅の
ある記載を認めず, 罪となるべき事実を特定する手段としての日時等にお
いて幅のある記載を認めた｡ これに対して, 最決平成13年４月11日刑集55
巻３号127頁が, ｢審判対象を画定する見地｣ を挙げたことにより, 訴因の
特定においても ｢審判対象の限定｣ が意識されるようになり, 識別説・防
御権説という問題の前に, 構成要件該当事実の特定が要求されていること
になる
(112)
｡ 今後, この理解を基に, 訴因の特定に関する各論的な分析をおこ
なっていく必要がある｡
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